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労働者の健康を守るために疫学研究をどうすれば生かせ
るのか
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疫学研究の成果は､労働者にとってどのような意味を持つだろ

うか｡それは､一つには安全な､そして安心して働ける労働条

件･労働環境を整えるための根拠を与えてくれる｡そして二つ
には､健康を害してしまったときに､それが仕事に起因するも
のであるかどうか判断するための根拠を与えてくれる｡研究の

結果が､常に､誰にとっても納得できるものであれば､労働条

件･環境の整備も､疾病の作業関連性の判断も容易だ｡しか

し､そんなことはまずありえない｡労働者の健康に関する問題

は､労働者と使用者､その間で政策をコントロールする行政が

絡むため､それぞれがそれぞれの立場に対して､深い理解と共

感を持つことができない限り必ず対立が生じ､疫学研究もまた

そのはぎまで翻弄される｡重要なことは､この特異な分野にお

いて､研究者のほとんどが疫学データの活かし方を理解できて

いないことにある｡例えば疾病の作業関連性を判断する場合､

疫学データは何らその基準､つまりここからここまでを作業関

連性とするデータ(数字)､を示すことができない｡疫学デー
タにできることは､疾病の作業関連性を確率として示すところ

までであり､どこからを作業関連性ありとし､あるいはどこま

でを労災保険の中でサポートするかといったことは､ (データ

を基にはするけれども)社会的な判断でしかない｡そのことが

理解されていないと､疫学データは労働者､使用者および行政

それぞれの立場を支持する根拠として使われるだけで､議論は

平行線となりやすく､問題の解決を困難にしてしまっている｡

課題は多いが､まず何よりも疫学研究のすべてのプロセスにお
いて､高度の透明性が確保されなければならない｡誰によっ

て､どのようにして得られたデータなのか､原則すべてがオー

プンにされる必要がある｡プロセスのどこかに問題があること

が問題なのではなく､問題が正しく議論されればよい｡原デー

タが公開され､様々な角度から解析され､議論されることも期

待したい｡結局､そうした議論を納得いくまで積み重ねるし

か､疫学データを社会的により正しく生かす術はない｡
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